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職住分布と立体都市形態の最適化統合モデル  
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（・一ノ：ゾーン掛らノに通勤する就業者数  

′ブリ‥ゾーンり間の距離（d′′＝0）  

である．両者の和を所与の総人口下で最小化する問題は，  

mh β＝βc←かゎ  

（扉  

1．はじめに   

ゆとりある都市生活の実現のために必要な政策として，  

オフィス等業務機能の郊外への分散や都心店住人口の回  

復など，都市機能の最適立地にまつわる様々な議論が展  

開されている．本稿は，筆者が議論してきた職住配置の  

最適化［2］［3］と立体都市形態の最適化川の両モデルを統  

合し，これまでの各々互いに異なる最適解の統一的な理  

解を試みた結果を示すことを目的とする．   

2．通勤・業務総距離最小化による立体職住配置モデル   

これまでは状況に応じて1次元や2次元の都市で定式  

化してきたが，今回は簡単のため，図1のような等質の  

（2〃－1）個のゾーンからなる1次元都市を想定する．但し  

対称性から，以下，中央を含めた右側〃ゾーン（太線  

部）のみを示す．ゾーン中心間の距離は1としておく．  

このそれぞれのゾーンに，無数の建物からなる職場及び  

住宅の床を積み上げていくことを考える．   

床の積み上げ及び交通発生のルールは以下の通りであ  

る．すなわち，図2に示すように，職場が地上に接する  

階下に配され，住宅はその上部に設置される．ゾーン内  

部ではそれぞれの階高は同じである．そして，職場と住  

宅の間に通勤交通が，職場間に業務交通が発生する．こ  

の際，移動経路はどの交通についても，一旦地上を経由  

する．職場間に発生する業務移動数は距離に依存せず，  

発着地の就業者数に比例するものとする．パラメータは，  

α：就業者一一人当たり業務移動発生数（業務移動発生率）  

†：水平方向に対する垂直方向の移動の重み（垂直負荷）  

の2つとし、  

V：全人口  

α：一人当たり職場床面積に対する住宅床面積の比  

はそれぞれ定数とする．また高さ当たりの職場の就業者  

密度を1としても一般性は失われない．このとき，住宅  

のそれは1／（Jとなる．   

このとき，水平方向及び垂直方向の両方を考慮した総  

通勤距離β‘，総業務距離β′′は，職場及び住宅の高さがそ  

れぞれけ′，叫であるから，  

（1）  
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となる．ここで，  

r′：ゾげンパこ居住する就業者数  

ル′‥ゾーンパこ勤務する就業者数  
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と表される．この間題の解については，職住の割当は明  

らかに，垂直方向も加味されたミニサム型割当になる．   

3．業務移動発生率及び垂直負荷と最適立体職住配置  

／？＝25（49ゾーン），V＝15，〟＝6とし，業務移動発生率α  

及び垂直負荷†を変化させながら求めた上記の問題の解  

を図3に示す．白い部分が住宅で，ハッチ部が職場であ  

る．   

αが小さい内は，中心ほど密度が高くはなるが，職場  

は比較的分散し，住宅も各ゾーンの就業者数に合わせて  

つくられ，通勤は垂直方向にのみ行われる．αが大きく  

なるにつれ，職場は中心部に偏り．それに伴って住宅も  

中心部に引き寄せられ 都市全体が高層化してくる．と  
ころがこの過程で，α＝2の場合のように，中心部より郊  

外に職場の密度のピークが束る場合もあることがわかる．  

αが限りなく大きくなった場合は，職場の分布形状は【l］  

の結論のようにcosine curveに従い，住宅のそれは直線状  

に近づく．   

一方，†の変化は，職住各々の全体の分布形状に影響  

するが，職住の比率には変わりはないことが読み取れる．  

都市全体の広がりに対する高さの比は，凡そ†に反比例  

するが，これも［＝の結論通りである．   

4．居住密度制約を考慮した場合   

住環境の維持を考えると，実際の都市では住宅に関し  

ては極端な高層化は現実的でない．そこで，さらに居住   

密度の上限んノ●（定数）を考え，（3）に制約条件  

αri≦ゐr  
（4）  

を加えることを考える．α＝1，平lで，この制約が無い場合  

‥竺讐至攣 及び云・・＝5，3，2とした場合の  
ー一業務交通  

解の変化を図4に示す．こ  

れを見ると，制約が無い場  
合で職場の密度のピークが  

住宅 中心部にあるようなパラ  

メータの組についても，居  

住密度制約を付け加えると  

職場  ピークが郊外に出現するこ  
とがわかる．これは，制約に  

一次元都市モデル  図1  図2職住配置と移動発生 よって居住地が郊外に立地せ  
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図3 業務移動発生率α及び垂直負荷γと巌適立体職住配置  

l   

図4 居住密度制約を考慮した場合の解の変化（α＝1，γ＝1）  

ざるを得なくなり，それに伴って職場の立地が郊外に引  

き寄せられるために生ずるものと説明できる．  

［21Ⅲで論じた最適職住分布は，この居住密度制約が  

存在し，なおかつ垂直負荷†が0の場合に相当する．こ  

のケースを計算すると，例えば図5のように，職場は外  

周部に特異な樋を持つ分布となり，既に得られている結  

果が導かれる．   

5．結論と課題   

本稿では職住配置と立体都市形態のモデルの統合を試  

みた．垂直方向の移動負荷は実際には無視できないので，  

職場配置に極端なピ√クは作らない方が良いが，業務移  

動発生率がある範囲にある場合は，さらに居住密度制約  

も考慮すれば，比較的広範な条件■Fで，都心以外に職場  

密度のピークがあることが望ましい状況があり得ること  

が明らかとなった，なお，本稿ではゾーン内々の距離を  

0としたが，より現実的に正値とした結果も報告する予  

定である．  

図5垂直負荷が0の場合（力「＝3）  

本研究は平成8年度筑波大学学内プロジェクト研究か  

らの助成による研究成果の一一部である．   
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